別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　項：教育総務費　　　目：教育指導費
	事業名:　人権教育対策活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3679）

　　　　　　 E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,203千円（前年度予算額：2,203千円）

	事業内容


	１　事業の内容


岐阜県人権教育基本方針に基づき、民主主義の理念に則り、基本的人権尊重の立場から同和問題とともに様々な人権問題の解決を目指し、県民的課題として人権教育の推進を図る
（１）人権教育協議会活動事務費          
　　　　  協議会の開催と運営、啓発資料及び機関誌の作成
（２）人権教育対策活動事務費           
　　　　  人権教育の充実・推進、調査指導、啓発資料の発行、

人権教育推進のための指導事務
（３）学校人権教育教員研修会費           
　　　　  全小・中学校の教員１名以上が参加する研修

全小・中学校の校長、教頭、人権教育主任対象の研修
（４）人権教育研究調査事務費            
　　　　  人権教育に関する研究及び指導資料の作成
	２　所要経費


　事業費　2,203千円

	これまでの取組と成果

	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる
・人と人とがつながり、地域をつくる力を、将来にわたってふるさとを支える基礎
と位置づけ、幼児期から人とのコミュニケーション能力や協調性、他者に対する
思いやりの心などを育てることを通じ、将来のふるさと岐阜県を支える人材を育
成します。
	２　これまでの取組状況


「人権教育のための国連１０年」に関する国内行動計画や人権擁護推進審議会答申等と県内の状況を踏まえ、「岐阜県人権同和教育基本方針」に基づいて、人権同和教育を推進している。岐阜県人権同和教育協議会の運営や同和団体との連携、研修会の実施、指導資料の作成等により、人権同和教育の推進を図っている。
	３　これまでの取組に対する評価


県内全ての公立幼稚園、公立小・中学校、公立高等学校、特別支援学校において、人権問題に対する実践的態度の育成を図り、人権感覚を高め、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に資している。
教員を対象とした人権同和教育にかかる研修会の実施や指導資料の作成及び活用により、個別の人権課題への意図的・計画的な取組の充実が図られている。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	1月20日時点査定額
	2,203
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	決定額
	2,203
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